
所得控除額の計算方法 

所得控除の種類 所得控除額の計算方法 

 雑損控除 

 【損失金額 － 保険金等で補てんされる金額】の金額（Ａ）を基として  
計算した①、②のうち、いずれか多い方の金額 

① Ａの金額－（その年の総所得金額等の合計額 × 10%） 

② Ａの金額のうち災害関連支出の金額 － 50,000円 

 医療費控除 
 支払った医療費の額 － 保険金等で補てんされた額 － 10万円または  

総所得金額等の合計額 5%のいずれか少ない方の金額 ※最高 200万円 

 医療費控除の特例 

 （セルフメディケーション税制） 

 特定一般用医薬品等購入費 － 保険金等で補てんされた額 － 12,000円 

 ※医療費控除との選択制であり、最高限度額は 88,000円 

 ※健康の保持増進及び疾病の予防として一定の取組を行っていること 

 社会保険料控除 
 健康保険、介護保険、後期高齢者医療保険、国民年金、厚生年金等の  

社会保険料の支払金額 

 小規模企業共済等掛金控除 
 小規模企業共済の掛金（旧第２種を除く）、心身障害者扶養共済制度の  

掛金、確定拠出年金法の個人型年金の加入者掛金の金額 

  ◎旧契約（平成 23年 12月 31日以前に締結した保険契約等）の場合 

下記により計算した
生命保険料控除 

（最高 35,000 円） 
＋ 

下記により計算した
個人年金保険料控除 

（最高 35,000 円） 
 

 旧契約 支払った保険料の金額 生命保険料控除額 

生命

保険

料控

除 

   15,000 円 以下 保険料の全額 

  15,000 円 を超え 

  40,000 円 以下 
保険料 × 1/2 ＋ 7,500 円 

  40,000 円 を超え 

  70,000 円 以下 
保険料 × 1/4 ＋ 17,500 円 

  70,000 円 を超える 35,000 円 

 ◎新契約（平成 24年 1月 1 日以降に締結した保険契約等）の場合 

下記により計算した
生命保険料控除 

（最高 28,000 円） 
＋ 

下記により計算した
個人年金保険料控除 

（最高 28,000 円） 
＋ 

下記により計算した
介護医療保険料控除 

（最高 28,000 円） 
 

 
新契約 

支払った保険料の金額 生命保険料控除額 

    12,000 円 以下 保険料の全額 

  12,000 円 を超え 

  32,000 円 以下 
保険料 × 1/2 ＋ 6,000 円 

  32,000 円 を超え 

  56,000 円 以下 
保険料 × 1/4 ＋ 14,000 円 

  56,000 円 を超える 28,000 円 

新・旧両方の契約

がある場合 

新制度と旧制度の合計額が控除額（※控除限度額 70,000円）また、各

控除額ごとの上限は、新契約の限度額である 28,000 円 

 地震保険料（Ａ） 地震保険料控除額 ① ＝ 保険料 × 1/2  ※限度額 25,000円 

地  支払った保険料の金額 地震保険料控除額 ② 

震保

険料

控除 

旧長期損害保険料

（Ｂ） 

   5,000 円 以下 保険料の全額 

   5,000 円 を超え 

  15,000 円 以下 
保険料 × 1/2 ＋ 2,500 円 

  15,000 円 を超える 10,000 円 

（Ａ）（Ｂ） 

両方の支払いがあ

る場合 

地震保険料控除額 ① ＋ 地震保険料控除額 ② 

※最高限度額 25,000円 



※ 平成３１年度からこれまでの「控除対象配偶者」は「同一生計配偶者」と呼称変更されます 

（新たな「控除対象配偶者」は扶養者の総所得金額が１，０００万以下の者をいいます） 

◆障がい者控除 

 本人またはその同一生計配偶者や扶養親族が障がい者である場合 

【控除額】 １人につき２６万円（ただし、※特別障がい者に該当する場合は３０万円） 

※ 特別障がい者…療育手帳Ａ、精神障がい者保健福祉手帳１級、身体障がい者手帳１級または２級の人など 

◆寡婦控除 

 本人が次のいずれかに該当する場合 

（1） 夫と死別（離別）した後再婚していない人（夫が生死不明の場合も含む）で、扶養親族または生計を一に

する子（※）がいる場合 

※ 総所得金額等の合計額が３８万円以下で他の人の同一生計配偶者または扶養親族の場合を除きます 

（2） 夫と死別（離別）した後再婚していない人（夫が生死不明の場合も含む）で、合計所得金額が５００万円

以下である場合 

【控除額】 ２６万円（ただし、※特別の寡婦に該当する場合は３０万円） 

※ 特別の寡婦…（1）のうち、扶養親族である子を有し、かつ合計所得金額が５００万円以下の場合 

◆寡夫控除 

 妻と死別（離別）した後再婚していない人（妻が生死不明の場合も含む）で、生計を一にする子（※）を有

し、かつ合計所得金額が５００万円以下である場合 

※ 総所得金額等の合計額が３８万円以下で他の人の同一生計配偶者または扶養親族の場合を除きます 

【控除額】 ２６万円 

◆勤労学生控除 

 給与所得などの勤労による所得がある学生のうち、合計所得金額が６５万円以下で、かつ、勤労に基づく所

得以外の所得が１０万円以下の場合 

【控除額】 ２６万円 

◆配偶者控除 

 生計を一にする配偶者の合計所得金額が３８万円以下で、他の人の扶養親族ではなく、かつ、青色事業専従

者、白色事業専従者でない場合 

※ 平成３１年度から扶養者の合計所得金額が１，０００万円を超えていないことが条件です 

【控除額】 別表①を参照 

＜別表①＞ 



◎ 平成３０年度まで 

配偶者の年齢 控除額 

７０歳未満(前年１２月３１日現在） ３３万円 

７０歳以上(前年１２月３１日現在） ３８万円 

◎ 平成３１年度から 

   本人（所得者）の合計所得金額上限 

～９００万円 ～９５０万円 ～１，０００万円 １，０００万円～ 

配偶者の

年齢 

７０歳未満 ３３万円 ２２万円 １１万円 ‐ 

７０歳以上 ３８万円 ２６万円 １３万円 - 

◆配偶者特別控除 

 生計を一にする配偶者を有し、次の要件を満たす場合 

・所得者及び配偶者の合計所得金額が別表②のとおりであること 

・配偶者が青色事業専従者、白色事業専従者、他の人の扶養親族ではないこと 

【控除額】 別表②を参照 

＜別表②＞ 

◎ 平成３０年度まで 

配偶者の合計所得金額 控除額 

３８０，００１円 ～ ４４９，９９９円 ３３万円 

４５０，０００円 ～ ４９９，９９９円 ３１万円 

５００，０００円 ～ ５４９，９９９円 ２６万円 

５５０，０００円 ～ ５９９，９９９円 ２１万円 

６００，０００円 ～ ６４９，９９９円 １６万円 

６５０，０００円 ～ ６９９，９９９円 １１万円 

７００，０００円 ～ ７４９，９９９円  ６万円 

７５０，０００円 ～ ７５９，９９９円  ３万円 

◎ 平成３１年度から 

控除額 

本人（所得者）の合計所得金額（円） 

900万以下 
   900万超 

950 万以下 

     950万超 

1,000 万以下 
1,000 万超 

配
偶
者
の
合
計
所
得
金
額
（
円
） 

   38万超  90万以下 ３３万円 ２２万円 １１万円 - 

   90万超  95万以下 ３１万円 ２１万円 １１万円 - 

   95万超 100万以下 ２６万円 １８万円 ９万円 - 

  100 万超 105万以下 ２１万円 １４万円 ７万円 - 

  105 万超 110万以下 １６万円 １１万円 ６万円 - 

  110 万超 115万以下 １１万円 ８万円 ４万円 - 

  115 万超 120万以下 ６万円 ４万円 ２万円 - 

  120 万超 123万以下 ３万円 ２万円 １万円 - 

  123 万超 - - - - 



◆扶養控除 

 生計を一にする親族の合計所得金額が３８万円以下で、他の人の扶養親族でなく、かつ、青色事業専従者、

白色事業専従者でない場合 

【控除額】 以下の表を参照 

扶養親族 控除額 

特定扶養親族（１９歳以上２３歳未満） ４５万円 

老人扶養親族 

（７０歳以上） 

 同居老親等 ４５万円 

 同居老親等以外 ３８万円 

一般の扶養親族 

（１６歳以上１９歳未満、２３歳以上７０歳未満） 
３３万円 

※ １６歳未満の年少扶養親族については扶養控除は適用されませんが、均等割・所得割の非課税判定にはそ

の人数も含みます 

◆基礎控除 

 すべての納税義務者に適用されます 

【控除額】 ３３万円 


